
（平成２６年１２月１０日報道資料抜粋）

年金記録に係る苦情のあっせん等について

年金記録確認関東地方第三者委員会東京地方事務室分

１．今回のあっせん等の概要

（１）年金記録の訂正の必要があるとのあっせんを実施するもの 11 件

厚生年金関係 11 件

（２）年金記録の訂正を不要と判断したもの 5 件

国民年金関係 3 件

厚生年金関係 2 件



 

 

関東東京厚生年金 事案25693 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和25年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年６月27日 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。Ｂ社は事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人の申立期間に係る「支給控除項目一覧表」及びＣ健康保険

組合から提出された申立人のＡ社に係る賞与支給の記録により、申立人は、申立期間に

同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記「支給控除項目一覧表」において確認

できる保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行

していないと認められる。 

  

  

  



 

 

関東東京厚生年金 事案25694 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和28年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年６月27日 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。Ｂ社は事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人の申立期間に係る「支給控除項目一覧表」及びＣ健康保険

組合から提出された申立人のＡ社に係る賞与支給の記録により、申立人は、申立期間に

同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記「支給控除項目一覧表」において確認

できる保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行

していないと認められる。 

  

  

  



 

 

関東東京厚生年金 事案25695 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和23年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成15年６月27日 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。Ｂ社は事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人の申立期間に係る「支給控除項目一覧表」及びＣ健康保険

組合から提出された申立人のＡ社に係る賞与支給の記録により、申立人は、申立期間に

同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控

除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記「支給控除項目一覧表」において確認

できる保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行

していないと認められる。 

  

  

  



 

 

関東東京厚生年金 事案25696 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年６月19日 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。Ｂ社は事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人の申立期間に係る「個人別賃金台帳」及び「賞与諸控除明

細」並びにＣ健康保険組合から提出された申立人のＡ社に係る賞与支給の記録により、

申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記「賞与諸控除明細」において確認でき

る保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行

していないと認められる。 

  

  

  



 

 

関東東京厚生年金 事案25697 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和26年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年６月19日 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。Ｂ社は事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人の申立期間に係る「個人別賃金台帳」及び「賞与諸控除明

細」並びにＣ健康保険組合から提出された申立人のＡ社に係る賞与支給の記録により、

申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記「賞与諸控除明細」において確認でき

る保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行

していないと認められる。 

  

  

  



 

 

関東東京厚生年金 事案25698 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和34年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年６月19日 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。Ｂ社は事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人の申立期間に係る「個人別賃金台帳」及び「賞与諸控除明

細」並びにＣ健康保険組合から提出された申立人のＡ社に係る賞与支給の記録により、

申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記「賞与諸控除明細」において確認でき

る保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行

していないと認められる。 

  

  

  



 

 

関東東京厚生年金 事案25699 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年６月19日 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。Ｂ社は事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人の申立期間に係る「個人別賃金台帳」及び「賞与諸控除明

細」並びにＣ健康保険組合から提出された申立人のＡ社に係る賞与支給の記録により、

申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記「賞与諸控除明細」において確認でき

る保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行

していないと認められる。 

  

  

  



 

 

関東東京厚生年金 事案25700 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和29年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年６月19日 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。Ｂ社は事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人の申立期間に係る「個人別賃金台帳」及び「賞与諸控除明

細」並びにＣ健康保険組合から提出された申立人のＡ社に係る賞与支給の記録により、

申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記「賞与諸控除明細」において確認でき

る保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行

していないと認められる。 

  

  

  



 

 

関東東京厚生年金 事案25701 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年６月19日 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。Ｂ社は事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人の申立期間に係る「個人別賃金台帳」及び「賞与諸控除明

細」並びにＣ健康保険組合から提出された申立人のＡ社に係る賞与支給の記録により、

申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記「賞与諸控除明細」において確認でき

る保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行

していないと認められる。 

  

  

  



 

 

関東東京厚生年金 事案25702 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和35年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年６月19日 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。Ｂ社は事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人の申立期間に係る「個人別賃金台帳」及び「賞与諸控除明

細」並びにＣ健康保険組合から提出された申立人のＡ社に係る賞与支給の記録により、

申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記「賞与諸控除明細」において確認でき

る保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行

していないと認められる。 

  

  

  



 

 

関東東京厚生年金 事案25703 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の申立期間に係る標準賞与額については、厚生年金保険法第 75 条本文の規定

により、年金額の計算の基礎となる標準賞与額とならない記録とされているが、申立人

は、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により賞与から控除されていたと認められ

ることから、当該記録を取り消し、厚生年金保険の保険給付及び保険料の納付の特例等

に関する法律に基づき、申立期間の標準賞与額に係る記録を150万円とすることが必要

である。 

なお、事業主は、申立人に係る当該標準賞与額に基づく厚生年金保険料を納付する義

務を履行していないと認められる。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和30年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成19年６月19日 

Ａ社（現在は、Ｂ社）における厚生年金保険の被保険者期間のうち、申立期間の標

準賞与額の記録が無い。Ｂ社は事後訂正の届出を行ったが、厚生年金保険料は時効に

より納付できず、申立期間の記録は給付に反映されないので、給付されるよう記録を

訂正してほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

Ｂ社から提出された申立人の申立期間に係る「個人別賃金台帳」及び「賞与諸控除明

細」並びにＣ健康保険組合から提出された申立人のＡ社に係る賞与支給の記録により、

申立人は、申立期間に同社から賞与の支払を受け、当該賞与に係る厚生年金保険料を事

業主により賞与から控除されていたことが認められる。 

 また、申立期間の標準賞与額については、上記「賞与諸控除明細」において確認でき

る保険料控除額から、150万円とすることが妥当である。 

 なお、申立人に係る厚生年金保険料の事業主による納付義務の履行については、事業

主は、申立てに係る賞与額の届出を社会保険事務所（当時）に行っておらず、また、当

該賞与に係る厚生年金保険料を納付していないことを認めていることから、これを履行

していないと認められる。 

  

  

 

  



関東東京国民年金 事案14071 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成６年８月から７年３月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和49年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成６年８月から７年３月まで 

  私は、私の母から学生期間の国民年金保険料は未納期間無く納付していたと聞いて

いる。申立期間の保険料が免除とされていることに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、申立期間の国民年金保険料の納付に関与しておらず、申立期間の保険料を

納付したとする申立人の母親は、当該期間の保険料の納付時期及び納付額に関する記憶

が明確でない。 

また、申立人及びその母親は、申立期間の保険料の免除申請手続を行った記憶は無い

と述べているが、オンライン記録では、申立期間の保険料の免除について、平成６年８

月８日に申請され、同年９月26日に処理されていることが確認でき、当該免除記録に不

自然な点は見られない。 

さらに、申立人と同様に、申立人の母親が学生期間の保険料を納付したとする申立人

の姉についても、オンライン記録では、平成４年３月から５年３月までの期間及び申立

期間を含む５年10月から７年３月までの期間の保険料が免除されていることが確認でき

る。 

なお、免除期間の保険料を納付するには「国民年金保険料追納申込書」を提出する必

要があるが、申立期間の保険料について、追納申込みがされたことを示すオンライン記

録は無く、申立人及びその母親は、同申込書を提出した記憶も無い。 

そのほか、申立人の母親が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家

計簿、確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付したことをうかがわせる周辺事

情も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京国民年金 事案14072 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の平成 12年頃から 14年５月までの国民年金保険料については、納付していた

ものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和54年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成12年頃から14年５月まで 

  私は、平成 14 年６月から会社に勤務することが決まり、同年５月以前の国民年金

保険料について、同年３月頃から同年５月頃に納付することが可能な２、３年分の

保険料を区役所出張所分室で全て納付した。申立期間の保険料が未納とされている

ことに納得できない。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

   申立人は、平成 14 年３月頃から同年５月頃に、納付することが可能な２、３年分の

国民年金保険料を区役所出張所分室で全て納付したと述べているが、申立期間の保険料

の納付時期が同年５月の場合、保険料の収納事務は同年４月から国に一元化されている

ことから、当該分室で保険料を納付することはできない。 

また、申立期間の保険料の納付時期が平成 14 年３月又は同年４月の場合、区役所出

張所分室で 13年４月から 14年３月までの保険料は現年度保険料として納付することは

可能であるが、13 年３月以前の保険料は国が収納する過年度保険料となるほか、14 年

４月及び同年５月の保険料は前述のとおり国に収納事務が一元化された平成 14 年度の

保険料であり、いずれの期間の保険料についても区が収納することはできないことから、

申立人が主張する時期に当該分室で２、３年分の保険料をまとめて納付することはでき

ない。 

そのほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京国民年金 事案14073 

 

第１ 委員会の結論 

申立人の昭和 59 年４月から同年８月までの国民年金保険料については、納付してい

たものと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

  １ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 女 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和38年生 

住    所 ：  

 

  ２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 昭和59年４月から同年８月まで 

私は、短大を卒業後の昭和 59 年４月頃に国民年金の加入手続を区の庁舎で行い、

同年９月から就職することが決まっていたので、その場で国民年金保険料をまとめて

納付した。申立期間の保険料が未納とされていることに納得できない。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、昭和59年４月頃に国民年金の加入手続を行ったと述べているが、申立人の

国民年金手帳記号番号は、国民年金被保険者資格取得の処理日から、63年５月頃に払い

出されたと推認でき、申立人に対して別の手帳記号番号が払い出されたことをうかがわ

せる事情も見当たらないことから、当該処理が行われるまでは、申立期間は国民年金の

未加入期間であったため、国民年金保険料を納付することはできず、当該処理時点では、

申立期間の保険料は時効により納付することができない。 

そのほか、申立人が申立期間の保険料を納付していたことを示す関連資料（家計簿、

確定申告書等）は無く、申立期間の保険料を納付していたことをうかがわせる周辺事情

も見当たらない。 

これら申立内容及びこれまで収集した関連資料、周辺事情を総合的に判断すると、申

立人が申立期間の国民年金保険料を納付していたものと認めることはできない。 

  



関東東京厚生年金 事案25704 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和31年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： 平成８年２月21日から同年３月１日まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間の厚生年金保険の加入記録が無い。同社には

平成８年２月 21 日に入社したはずだが、資格取得日は同年３月１日となっている。

同年３月分の給与明細書から厚生年金保険料が控除されているので、申立期間を厚生

年金保険の被保険者期間として認めてほしい。 

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、オンライン記録により、Ａ社において平成８年３月１日に厚生年金保険被

保険者の資格を取得し、13 年８月 21 日に資格を喪失していることが確認できるところ

申立人から提出された８年３月分から 13 年８月分までの同社に係る給与明細書（平成

11 年 11 月分を除く。）によると、厚生年金保険料が控除されていることが確認できる

一方、雇用保険の加入記録では、申立人は、Ａ社に平成８年３月１日に資格取得して

おり、申立期間における同社での勤務が確認できない。 

また、Ａ社の元事業主は、申立人に係る人事資料等を保管していないため、申立人が

平成８年２月 21日に同社に入社したか否かについては不明である旨供述している。 

さらに、上記元事業主は、当時の事務担当者の話として、保険料控除方法は翌月控除

であったと供述しているものの、申立人及び従業員から提出された給与明細書からは、

Ａ社の保険料控除方法が翌月控除であったとまでは認められず、申立人の申立期間に係

る保険料控除について確認することができない。 

これらの事実及びこれまでに収集した関連資料等を総合的に判断すると、申立人が厚

生年金保険の被保険者として、申立期間に係る厚生年金保険料を事業主により給与から

控除されていたと認めることはできない。 

、

。 

  



関東東京厚生年金 事案25705（事案3277、21640及び24561の再申立て） 

 

第１ 委員会の結論 

申立人は、申立期間について、厚生年金保険被保険者として厚生年金保険料を事業主

により給与から控除されていたと認めることはできない。 

 

第２ 申立の要旨等 

１ 申立人の氏名等 

氏    名 ： 男 

基礎年金番号 ：  

生 年 月 日 ： 昭和13年生 

住    所 ：  

 

２ 申立内容の要旨 

申 立 期 間 ： ① 昭和 37年３月から39年９月７日まで 

           ② 昭和40年７月24日から同年12月まで 

Ａ社に勤務した期間のうち、申立期間①及び②の厚生年金保険の加入記録が無

い旨を第三者委員会に申し立てたところ、同委員会から、記録訂正を行うことがで

きないとの通知があった。 

しかし、申立期間①及び②にＡ社に勤務していたので、当該期間を厚生年金保

険の被保険者として認めてほしい。 

  

 

第３ 委員会の判断の理由 

申立人は、Ａ社に勤務した期間の厚生年金保険の加入記録について、これまでに３回

申立てをしているところ、１回目の申立てについては、申立人が記憶していた同僚に係

る雇用保険の記録と厚生年金保険の記録が一致しており申立人についてもほぼ一致して

いること、また、同僚３人は申立人の厚生年金保険の加入状況は分からない旨回答して

いる上、申立期間①及び②において同社で厚生年金保険の被保険者記録を有する従業員

のうち、申立人のことを記憶していると回答した従業員はいなかったこと等から、既に

年金記録確認Ｂ地方第三者委員会（当時）の決定に基づき、平成21年８月12日付けで

年金記録の訂正は必要でないとする通知が行われている。 

また、２回目の申立てについては、申立人は、新たに同僚と撮影した写真を提出する

とともに、Ａ社における上司及び営業所の事務担当者の名前を思い出したとして申立て

を行ったが、当該写真は撮影日が不明であり、申立人と一緒に写っている同僚は、同社

において申立人の厚生年金保険の被保険者期間と重複する期間を有していることから、

当該写真により申立人が昭和 39年４月１日から同年９月７日までの期間及び40年７月

24 日から同年 12 月 29 日までの期間に同社で勤務していたことを確認することはでき

ないこと、さらに、申立人が新たに思い出した上司及び営業所の事務担当者に照会した

  



ところ、上司は、申立人のことを記憶しているが、申立人の勤務期間や厚生年金保険の

取扱いについては分からない旨回答しており、営業所の事務担当者は、申立人に関する

記憶がはっきりしない旨回答していること等から、既に年金記録確認Ｂ地方第三者委員

会の決定に基づき、平成 23年11月９日付けで年金記録の訂正は必要でないとする通知

が行われている。 

さらに、３回目の申立てについては、申立人は、Ａ社の同僚が、厚生年金保険被保険

者証により同社に係る厚生年金保険被保険者記録が訂正されているとして、当該同僚の

厚生年金保険被保険者証の写しを提出し、自身の年金記録の訂正を申し立てているが、

当該被保険者証の写しは、申立人の同社における厚生年金保険の加入や保険料控除など

を確認又は推認することができる資料ではないこと等から、既に年金記録確認関東地方

第三者委員会の決定に基づき、平成 25 年９月４日付けで年金記録の訂正は必要でない

とする通知が行われている。 

今回の再申立てに当たり、申立人は、上記通知文に上司に係る調査内容が記載されて

いないこと等に納得できないとしているが、当該主張は、年金記録確認Ｂ地方第三者委

員会及び年金記録確認関東地方第三者委員会のこれまでの決定を変更すべき新たな事情

とは認められず、このほかにこれまでの決定を変更すべき新たな事情は見当たらないこ

とから、申立人が厚生年金保険被保険者として、申立期間①及び②に係る厚生年金保険

料を事業主により給与から控除されていたものと認めることはできない。 

 

 

  




